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(57)【要約】
【課題】土間下地に直接的に敷設でき、土間の床構造を
簡易かつ短時間で構築することができる土間用床材を提
供する。
【解決手段】建物の土間における土間下地上に敷設する
ために用いられる床材であって、（１）前記床材は、下
層から順に、少なくとも緩衝材層、木質材層及び樹脂含
有層を含み、（２）前記床材は、緩衝材層が土間下地に
対面するように敷設される、ことを特徴とする土間用床
材に係る。
【選択図】図８
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
建物の土間における土間下地の上に敷設するために用いられる床材であって、
（１）前記床材は、下層から順に、少なくとも緩衝材層、木質材層及び樹脂含有層を含み
、
（２）前記床材は、緩衝材層が土間下地に対面するように敷設される、
ことを特徴とする土間用床材。
【請求項２】
木質材層が、合板、パーティクルボード及び繊維板の少なくも１種を含む、請求項１に記
載の土間用床材。
【請求項３】
緩衝材層又は樹脂層が繊維シートを含む、請求項１又は２に記載の土間用床材。
【請求項４】
建物の土間の床構造を構築する方法であって、
　請求項１～３のいずれかに記載の土間用床材を土間下地の上に敷設するに際し、前記床
材の緩衝材層が１）土間下地に直に接するように又は２）接着層を介して土間下地に接す
るように、前記床材を敷設する工程を含むことを特徴とする土間の施工方法。
【請求項５】
建物の土間における土間下地の上に請求項１～３のいずれかに記載の土間用床材が配置さ
れている土間の床構造であって、当該緩衝材層が１）土間下地に直に接するように又は２
）接着層を介して土間下地に接するように土間用床材が配置されていることを特徴とする
床構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、住居の玄関等の土間を施工するために用いられる土間用床材に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えばマンション、アパート、戸建て住宅等のような住居の玄関、勝手口等においては
、土間の施工が必要となる。土間は土足で歩く場所であるため、素足で歩く室内床とは異
なる床構造が施される。特に、土間では、例えばハイヒール、杖等による高い圧力にも耐
えることが必要であるため、床構造に相応の強度をもたせることが必要不可欠とされてい
る。また、土間は、意匠性、防滑性、耐水性、耐久性等を満たすことが要求され、最表面
には、たとえば床材シート等が貼り付けられる。
【０００３】
　従来では、土間の床構造を構築する方法としては、例えば図１２に示すように、まずは
、土間コンクリート、床スラブ、木質床パネル等の土間下地２０に対し、大工等の職人が
捨て貼り合板３０を設置して釘３３、接着剤等で固定し、その上に壁２１を施工し、必要
に応じてさらに巾木２３を設置する。その後、別途に、床材を取り扱う専門の業者（床職
人等）が床材シート３１を接着剤等を用いて捨て貼り合板３０上に貼り付ける。このよう
にして、土間の施工が完了する。
【０００４】
　このような玄関用に用いる土間床材として種々のものが提案されている。例えば、デッ
キプレート、木材及び下地板を積層して一体化して形成したことを特徴とする土間床材（
玄関たたき）が知られている（特許文献１　図４～図５の第２実施例）。この土間床材は
、前記の一体化された積層体とは別に、床仕上げ材（符号２４）の施工がなされている。
また、土間床材を設置した後に床シート材を施工する方法も提案されている（特許文献２
，特許文献３等）。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００５】
【特許文献１】特開平８－２０９８３５号公報
【特許文献２】特開２００３－３２８５４７号公報
【特許文献３】特開２００１－３４２７３２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　これらの特許文献で開示されている施工方法のいずれも、床仕上げ材の施工は、その土
間床材の施工とは別に行われることを前提としている。すなわち、図１２に示すように、
土間の施工においては、大工が「捨て張り合板３０の設置→壁の施工→巾木の設置」を行
い、その後に床職人が「床材シートの施工」を行うということになっている。
【０００７】
　このため、大工と床職人のスケジュール調整が必要となるため、工期の長期化を招くお
それがある。また、施工に関係する人員もそれだけ増加するため、施工費用（特に人件費
）も割高になる傾向にある。そこで、捨て貼り合板と床材シートの両方の機能を兼ね備え
た材料が開発できれば、例えば大工による施工により一挙に土間の施工を完了することが
可能となるが、このような技術は未だ開発されるに至っていない。
【０００８】
　よって、本発明の主な目的は、土間下地に直接的に敷設でき、土間の床構造を簡易かつ
短時間で構築することができる土間用床材を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者は、これら従来技術の問題点に鑑みて鋭意研究を重ねた結果、特定の層構成か
らなる床材を土間の施工で採用することにより上記目的を達成できることを見出し、本発
明を完成するに至った。
【００１０】
　すなわち、本発明は、下記の土間用床材に係る。
１．　建物の土間における土間下地の上に敷設するために用いられる床材であって、
（１）前記床材は、下層から順に、少なくとも緩衝材層、木質材層及び樹脂含有層を含み
、
（２）前記床材は、緩衝材層が土間下地に対面するように敷設される、
ことを特徴とする土間用床材。
２．　木質材層が、合板、パーティクルボード及び繊維板の少なくも１種を含む、前記項
１に記載の土間用床材。
３．　緩衝材層又は樹脂層が繊維シートを含む、前記項１又は２に記載の土間用床材。
４．　建物の土間の床構造を構築する方法であって、
　前記項１～３のいずれかに記載の土間用床材を土間下地の上に敷設するに際し、前記床
材の緩衝材層が１）土間下地に直に接するように又は２）接着層を介して土間下地に接す
るように、前記床材を敷設する工程を含むことを特徴とする土間の施工方法。
５．　建物の土間における土間下地の上に前記項１～３のいずれかに記載の土間用床材が
配置されている土間の床構造であって、当該緩衝材層が１）土間下地に直に接するように
又は２）接着層を介して土間下地に接するように土間用床材が配置されていることを特徴
とする床構造。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、土間下地に直接的に敷設でき、土間の床構造を簡易かつ短時間で構築
することができる土間用床材を提供することができる。
【００１２】
　従来の施工方法では、土間下地に対して捨て貼り合板の設置とその上の床シートの設置
とが別々の工程（別々の業者）により行われているため、工期の長期化、人件費等のコス
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トの高騰等の要因となっている。これに対し、本発明の土間用床材は捨て貼り合板と床シ
ートとの機能を併せ持つ床材を提供できるので、従来２工程を要していた作業を一つの工
程で一挙に完了することが可能になる。いわば、土間の施工において、下地と仕上げの施
工を同時に行うことが可能となる。
【００１３】
　また、本発明の土間用床材は、土間下地面に生じる凹凸による不陸を効果的に吸収でき
る等の効果も併せて得ることができる。
【００１４】
　さらに、芯材として比較的安価な木質材料を使用しているので、芯材として金属板、Ｆ
ＲＰ、セラミックス等を使用する場合と比べ、製造コストを低く抑えることができる結果
、比較的安価な住宅の玄関等の施工にも適している。しかも、芯材として金属板、ＦＲＰ
、セラミックス等の硬質材料と異なり、木質材料は比較的軟らかであり、クッション性、
防音性等においても有利である。
【００１５】
　このような土間用床材は、例えばマンション、アパート、戸建て住宅等の玄関、勝手口
等の土間の施工に好適に用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の土間用床材の層構成の一例を示す模式図である。
【図２】本発明の土間用床材を土間コンクリート等に敷設する状態を示す図である。
【図３】本発明の土間用床材の層構成の別の実施形態を示す模式図である。
【図４】図３の矢印Ａ方向からみた平面図である。
【図５】土間用床材の緩衝材層に貫通孔を形成した状態を示す模式図である。
【図６】収縮層をさらに含む土間用床材の層構成の一例を示すである。
【図７】収縮層の収縮（伸縮）する方向の一例を示す図である。
【図８】本発明の土間用床材を用いて構築された土間の構造の一例である。
【図９】本発明の土間用床材を用いて構築された土間の構造の一例である。
【図１０】本発明の土間用床材を用いて構築された土間の構造の一例である。
【図１１】本発明の土間用床材を用いて構築された土間の構造の一例である。
【図１２】従来の施工方法により構築された土間の構造を示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
１．土間用床材
　本発明の土間用床材は、建物の土間における土間下地の上に敷設するために用いられる
床材であって、
　（１）前記床材は、下層から順に、少なくとも緩衝材層、木質材層及び樹脂含有層を含
み、
　（２）前記床材は、緩衝材層が土間下地に対面するように敷設される、
ことを特徴とする。
【００１８】
　図１に示すように、本発明の土間用床材１０は、下層から順に、少なくとも緩衝材層１
１、木質材層１２及び樹脂含有層１３を含む。この場合、各層は、単層であっても良いし
、複数の層から構成される積層体であっても良い。また、各層の層間には、必要に応じて
他の層（例えば接着剤等）が介在していても良い。
【００１９】
　本発明の土間用床材は、建物の土間における土間下地の上に敷設するために用いられる
。土間下地とは、例えば土間コンクリート、床スラブ、木質床パネル、金属板の床パン、
ＦＲＰ等の硬質樹脂製の床パン等のように、従来より床職人による床シート施工（最表面
の仕上げ）とは別途に施工されている下地構造がすべて包含される。特に、図２に示すよ
うに、土間用床材１０は、緩衝材層１１が土間下地２０に対面するように、土間下地２０
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上に敷設される。ここで、「緩衝材層が土間下地に対面する」とは、緩衝材層が何も介さ
ずに土間下地に直に接触している場合のほか、接着層を介して接触している場合も含む。
すなわち、本発明では、「土間下地／土間用床材」又は「土間下地／接着層／土間用床材
」という層構成をとることが好ましい。
【００２０】
　接着層は、土間用床材を実質的に完全に土間下地に固定させる層、手指により土間用床
材の付着及び剥離を可逆的に行える状態で土間床材を土間下地に粘着させる層、手指によ
り土間用床材の配置及び除去を可逆的に行える状態で土間用床材の滑りを防止する層等を
包含する。これらは、例えば接着剤、コーキング剤、粘着剤、粘着テープ、滑り止めシー
ト等によって形成することができる。また、接着層は、土間下地又は土間用床材の全面に
形成されていても良いし、部分的に形成されていても良い。部分的に形成される場合とし
ては、例えば全面にわたってストライプ状、ドット状等に形成されているような場合も含
む。
【００２１】
　また、本発明における土間下地は、玄関等の土間構造において、未だ捨て貼り合板等の
木質板が配置されていない状態のものを指す。換言すれば、被施工面となる金属面、ＦＲ
Ｐ面、コンクリート面又は木質面が露出している構造を意味する。この場合、土間コンク
リート又は床スラブを構成するコンクリートとしては、ＡＬＣコンクリート、モルタル等
のいずれも包含する。木質床パネルを構成する木質材料としては、例えば複数の木質の板
が面方向に継ぎ接ぎされて構成されており、通常は段差等の凹凸を有する。土間コンクリ
ート又は床スラブは、木質床パネルに比べて表面に大きな凹凸が多いが、本発明の土間用
床材は、土間下地がコンクリート面であっても凹凸による不陸を吸収できるので、より確
実かつ容易に施工することが可能となる。
【００２２】
　本発明の土間用床材は、各層が実質的に同一の形状・面積であっても良いが、必要に応
じて各層で異なる形状又は面積に設定しても良い。例えば、図３に示す土間用床材１０は
、緩衝材層１１と木質材層１２とが同一形状・同一面積となっていて、樹脂含有層１３の
面積が小さくなることで、木質材層１２の両端の上面１２ａ，１２ｂが露出した形態とな
っている。換言すれば、木質材層１２の上面が露出するような層構成を採用することもで
きる。このような層構成をとることにより、図４に示すように木質材層１２の両端の上面
１２ａ，１２ｂに壁２１が載るような構造を有する土間構造を創出することができる。
【００２３】
　なお、図３では、木質材層１２の両端の上面１２ａ，１２ｂが露出するように構成され
ているが、いずれか一方だけが露出するように設計することもできる。露出した上面１２
ａ，１２ｂの幅は、例えば５０～３００ｍｍ程度とすることができる。これによって、施
工時に、土間用床材の両端を釘によって土間下地に強く固定することができる。その後、
露出した上面１２ａ，１２ｂに壁を設けることによって、釘を隠すこともできる。
【００２４】
　本発明の土間用床材の厚みは、従前の捨て貼り合板とその上に積層されるシートとの合
計厚みと同程度に設定すれば良い。従って、例えば３～２０ｍｍ、好ましくは４～１５ｍ
ｍの範囲内において、施工される土間の構造等に応じて適宜決定することができる。この
ような範囲内に設定することによって、より高い強度が得られるとともに、軽量化により
持ち運びが容易となり、また施工後に土間と廊下部分との段差をより効果的に小さくする
ことができる。なお、上記の厚みは、任意の層が含まれる場合は、それらを含めた総厚み
をいう。
【００２５】
　また、本発明の土間用床材の形状、大きさ等も制限されない。形状としては、正方形、
長方形、円形、ひし形等のいずれでも良いが、一般的には正方形、長方形等の矩形状であ
ることが好ましい。また、これら形状において、一部が切り欠かれた形状であっても良い
。また、大きさは、土間の広さ等に応じて設定できるが、施工の容易性、取扱性等の関係
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で最大で１．２ｍ×２．４ｍ程度とすれば良い。また、タイル等のように、一定の小さな
サイズに分けて複数の土間用床材として組み合わせて使用することもできる。
【００２６】
　緩衝材層
　緩衝材層は、土間下地の凹凸による不陸を吸収するとともに、木質材層の反りを抑制す
る機能等を有する。
【００２７】
　緩衝材層としては、クッション性を有する材料であれば良く、一般的に緩衝材として知
られている材料又は市販品を使用することができる。また、材質として、合成樹脂、ゴム
又はこれらの少なくとも１種を含む複合材料を採用することができる。特に、本発明では
、ａ）合成樹脂又はゴムの発泡材、ｂ）有機繊維又は無機繊維の織物シート又は不織布シ
ート（以下「繊維シート」ともいう。）、及びｃ）前記ａ）又はｂ）を含む複合材料の少
なくとも１種を好適に用いることができる。
【００２８】
　前記ａ）の合成樹脂又はゴムの発泡材としては、例えば塩化ビニル系樹脂発泡材、ポリ
エチレン発泡材、ポリスチレン発泡材、ポリウレタン発泡材、ポリプロピレン発泡材、ア
クリル樹脂発泡材、ＥＶＡ架橋発泡材、ＡＢＳ発泡材、フェノール発泡材、天然ゴム発泡
材、クロロプレンゴム発泡材、イソプレンゴム発泡材、スチレンブタジエンゴム発泡材、
ニトリルゴム発泡材、シリコンゴム発泡材等のいずれも適用することができる。
【００２９】
　また、合成樹脂又はゴムの発泡材は、例えば合成樹脂組成物又はゴム組成物を発泡させ
ることによって得ることができる。発泡材に含まれる気泡（気孔）は、独立気泡又は連続
気泡のいずれでも良いが、接着剤を使用した際のアンカー効果をより発揮させるために、
連続気泡がより好ましい。
【００３０】
　前記ｂ）の繊維シートとしては、高分子有機化合物による合成繊維のほか、天然繊維、
ガラス繊維、炭素繊維、金属繊維等の織物又は不織布が挙げられる。また、不織布は、例
えばスパンボンド、フェルト等もすべて包含する。
【００３１】
　前記ｃ）の複合材料としては、前記ｂ）の繊維シートに合成樹脂を含浸させた材料が挙
げられる。また、前記ａ）の発泡材のシート状体と、前記ｂ）の繊維シートとを積層させ
た材料等も使用することができる。特に、ガラスの繊維シートを用いることにより、土間
用床材の反りをより効果的に抑制することができる。
【００３２】
　また、緩衝材層は、必要に応じて複数の貫通孔を形成することができる。貫通孔を有す
る緩衝材層は、接着剤を用いて木質材層等と接合する際に、接着剤と接する面積が増大す
るとともに、貫通孔にも接着剤が入り込むことによるアンカー効果が得られる結果、接着
力の向上を図ることができる。貫通孔の径は、通常は０．０１～５ｍｍ程度、好ましくは
０．０５～２ｍｍ程度とすれば良い。また、貫通孔の密度は、特に制限されないが、一般
的には５００～２５００００個／ｍ２の範囲内において、好ましくは１０００～５０００
０個／ｍ２の範囲内において、所望の接着性等に応じて適宜設定することができる。貫通
孔の形成方法は、例えば針ロール、打ち抜き装置、レーザー加工装置、多軸ボーリングマ
シン等の公知の加工装置等により実施することができる。貫通孔は、例えば図５に示すよ
うに、緩衝材層の強度を均等にするという点で、縦方向及び横方向に均等間隔（等ピッチ
）になるように形成することが好ましい。また、緩衝材層が複合材料からなる場合、全部
の層に貫通孔を形成しても良く、一部の層のみに貫通孔を形成しても良い。
【００３３】
　緩衝材層の厚みは、特に制限されないが、通常は０．２～５ｍｍ程度の範囲内で適宜設
定すれば良い。なお、前記の厚みは、緩衝材層が複数の層から構成されている場合はその
総厚みをいう。
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【００３４】
　木質材層
　木質材層は、床材全体としての強度を維持し、特にハイヒール、杖等による高い圧力（
踏み抜き等）に床材に与えるための芯材となる層である。また、金属板、ＦＲＰ、セラミ
ックス等の他の硬質材料よりも比較的軟らかであるため、防音性、クッション性、加工性
等においても有利である。さらに、他の硬質材料よりも比較的安価なため、芯材として製
造コストを低く抑えることができる結果、本発明の土間用床材を比較的安価な住宅の玄関
等の施工にも好適に使用することが可能となる。
【００３５】
　木質材層の材質としては、木材そのもの又は木材を原料とする加工品であれば特に限定
されず、無垢材（製材）、加工木材等のいずれでも採用することができる。
【００３６】
　特に、本発明では、コスト面等において、加工木材を好適に用いることができる。加工
木材としては、例えば集成材、積層材、合板、パーティクルボード、繊維板（ファイバー
ボード）等が挙げられるが、低コスト、加工容易性、強度等の見地より合板、パーティク
ルボード及び繊維板の少なくとも１種が好ましい。
【００３７】
　その中でも、特に経時的に発生し得る反りが抑制されており、施工時の切断が容易で切
断面も綺麗であるという点において、繊維板を用いることがより好ましい。繊維板として
は、例えば高密度繊維板（ＨＤＦ）、中密度繊維板（ＭＤＦ）等のいずれも好適に用いる
ことができる。なお、これら加工木材は、いずれも公知又は市販のものを使用することが
できる。
【００３８】
　本発明では、木質材層は、剛性及び自立性を有する１枚又は２枚以上の板状体から木質
材層が構成されていることが好ましい。従って、例えば市販の厚さ２ｍｍ以上のＨＤＦ又
はＭＤＦを木質材層として好適に用いることができる。
【００３９】
　木質材層の厚みは、木質材層を構成する材料の種類等に応じて適宜設定することができ
るが、通常は２ｍｍ以上とし、特に３～９ｍｍとすることが好ましい。なお、前記の厚み
は、木質材層が複数の層から構成されている場合はその総厚みをいう。
【００４０】
　樹脂含有層
　樹脂含有層は、土間用床材を下地コンクリート上に敷設した際に最表面に配置される層
であることから、防滑性、意匠性、防水性、耐久性等の機能を持たせた層である。
【００４１】
　樹脂含有層に含まれる樹脂成分としては、例えば塩化ビニル系樹脂、ポリオレフィン系
樹脂、ポリウレタン樹脂、アクリル樹脂等の各種の合成樹脂が挙げられる。特に、加工が
容易で耐久性が高いことから、塩化ビニル系樹脂を主体とする樹脂含有層が好ましい。ま
た、形状は、タイル形状、シート形状のいずれも使用することができるが、シートはタイ
ルに比べて、目地が少ないので好ましい。従って、本発明では、塩化ビニル系樹脂を主体
とするシートを樹脂含有層として好適に用いることができる。
【００４２】
　本発明において「塩化ビニル系樹脂を主体とする」とは、１）樹脂含有層が単層構造か
ら構成される場合は、その単層が塩化ビニル系樹脂から構成されることを意味し、２）樹
脂含有層が多層構造から構成される場合、少なくとも１層が塩化ビニル系樹脂シートから
構成されることを意味する。特に、樹脂含有層が多層構造から構成される場合、その厚み
の５０％以上、特に８０％以上を塩化ビニル系樹脂から構成される層で占めることが望ま
しい。
【００４３】
　樹脂含有層が多層構造を有する場合は、例えば塩化ビニル系樹脂から構成されるシート
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を基材層とし、これに意匠層、補強層、表面保護層等の少なくとも１つが形成されてなる
積層体を樹脂含有層として採用することができる。
【００４４】
　特に、樹脂含有層は、上記補強層として、有機繊維又は無機繊維の織物シート又は不織
布シートを含んでいても良い。このようなシートとしては、緩衝材層で挙げた繊維シート
も使用することができる。例えば、ａ）上側樹脂層、ｂ）繊維シート及びｃ）下側樹脂層
が積層されてなる積層体の形態で採用することができる。また、ａ）上側樹脂層及びｂ）
繊維シートが積層されてなる２層型の積層体、ｂ）繊維シート及びｃ）下側樹脂層が積層
されてなる２層型の積層体等も樹脂含有層として使用することができる。このような積層
体自体は、公知又は市販のものを使用することができる。
【００４５】
　樹脂含有層の厚みは、限定的ではないが、通常は０．５～５ｍｍ程度とし、特に１～４
ｍｍとすることが好ましい。なお、前記の厚みは、樹脂含有層が複数の層から構成されて
いる場合はその総厚みをいう。
【００４６】
　その他の層
　本発明の土間用床材は、上記の３つ層のほか、必要に応じて他の層が含まれていても良
い。例えば、本発明では、平面方向に収縮性を有する収縮層を樹脂含有層と木質材層との
間に介在させることができる。
【００４７】
　図６に示すように、木質材層１２と樹脂含有層１３との間に収縮層１４が積層された構
成も採用することができる。これにより、床材の中心部が凸状に反る現象を効果的に抑制
ないしは防止することができる。施工後の床面の中心部が凸状に反って浮き上がると、他
の方法で反りを押さえることが困難であるうえ、床面が上下にぐらつくことで歩行等にも
支障を来すおそれがある。このため、木質材層の上層に配置された収縮層により、木質材
層が凹状に反るような力（床材の両端が持ち上がるような力）が加わることになる。その
結果、床材が凸状に反る現象を効果的に抑えることができる。また、たとえ凹状に反って
床材両端が浮き上がるように変形したとしても、例えば巾木、壁材、釘等によって床材両
端を押さえることでその変形度合いを軽減することができる。
【００４８】
　収縮する方向は、収縮層の平面方向においてその中心に向かって収縮するように設定す
ることが望ましい。例えば図７に示すように、収縮層１４の平面形状が正方形、長方形等
の矩形である場合、その対角線が交差する点（中心点Ｃ）に向かってｘ方向及びｙ方向の
少なくともいずれか一方に収縮することが好ましい。特に、反りは長尺方向が顕著になる
ので、少なくとも長尺方向（図７におけるｘ方向）において収縮力が働くような収縮層を
採用することが望ましい。
【００４９】
　収縮層としては、伸縮性のある材料からなる層であれば特に制限されない。例えば、前
記の緩衝材層で使用できる前記ｂ）の繊維シートを挙げることができる。材質は、高分子
有機化合物による合成繊維のほか、天然繊維、ガラス繊維、炭素繊維、金属繊維等が挙げ
られ、特に、収縮力の観点から合成繊維、天然繊維が好ましい。形状は、織物又は不織布
が挙げられる。また、不織布は、スパンボンド不織布、寒冷紗等も含まれる。これらの織
物又は不織布も、公知又は市販のものを採用することができる。このような収縮性（又は
伸縮性）のあるシートを伸ばした状態で木質材層上に積層・固定することによって、木質
材層の経時的な反りを効果的に抑制することが可能となる。
【００５０】
　収縮層の厚みは、所望の収縮性等に応じて適宜設定することができるが、通常は０．２
～１ｍｍ程度の範囲内とすれば良い。
【００５１】
２．土間用床材の製造方法



(9) JP 2018-168682 A 2018.11.1

10

20

30

40

50

　本発明の土間用床材は、特に、（ａ）緩衝材層となる緩衝材シート、木質材層となる木
質板及び樹脂含有層となる樹脂含有シートを用意する工程及び（ｂ）前記の緩衝材シート
、木質板及び樹脂含有シートを接着剤により接着することにより、下層から順に、少なく
とも緩衝材層、木質材層及び樹脂含有層を含む積層体を得る工程を含む製造方法によって
好適に製造することができる。このように、上記製造方法では、各層として予めシート状
又は板状に成形又は加工された材料を用いるので、比較的容易かつ確実に土間用床材を作
製することができる。
【００５２】
　各層を構成する材料は、前記で述べた材料をそのまま用いることができる。各層を積層
させる順序は特に限定されず、また全層を同時に積層させても良い。
【００５３】
　緩衝材シートとしては、合成樹脂シート、ゴムシート又はこれらの少なくとも１種を含
む複合材料シートを採用することができる。特に、本発明では、ａ）合成樹脂又はゴムの
発泡材、ｂ）有機繊維又は無機繊維の織物シート又は不織布シート（以下「繊維シート」
ともいう。）、及びｃ）前記ａ）又はｂ）を含む複合材料の少なくとも１種を好適に用い
ることができる。
【００５４】
　木質板としては、木材そのもの又は木材を原料とする加工品であれば特に限定されず、
無垢材（製材）、加工木材等のいずれでも採用することができる。特に、本発明では、低
コスト、加工容易性、強度等の見地より合板、パーティクルボード及び繊維板の少なくと
も１種の木質板を用いることが好ましい。
【００５５】
　樹脂含有シートとしては、合成樹脂を主体とするシートを用いることができる。本発明
では、特に塩化ビニル系樹脂を主体とするシートを好適に用いることができる。また、前
記のように、２つの樹脂層の間に繊維シートが介在してなる積層体シートも好適に採用す
ることができる。
【００５６】
　また、各層を接合するための接着剤としては、各層の材質等に応じて適宜選択すること
ができる。例えば、ウレタン系樹脂、酢酸ビニル系樹脂、スチレン－ブタジエン共重合系
、アクリル系樹脂、塩化ビニル系樹脂及びエポキシ系樹脂から選ばれる１種又は２種以上
の混合物を接着成分とする接着剤が例示される。また、接着剤のタイプも限定的でなく、
例えば１液型接着剤、２液型接着剤、熱硬化型接着剤、ホットメルト型接着剤、紫外線硬
化型接着剤等の各種のタイプの接着剤を使用することができる。
【００５７】
　他の任意の層を採用する場合は、上記の製造方法において、さらに任意の層を接着剤で
積層する工程を導入すれば良い。例えば、収縮層を採用する場合は、木質材層と樹脂含有
層との積層に先立って、伸縮性を有するシート状材料を一定方向に伸ばした状態で固定し
ながら木質材層上面に積層する工程を追加すれば良い。より具体的には、一定方向に伸ば
した状態でシート状材料を粘着テープ等で仮止めし、その上に接着剤を塗工することによ
り硬化させることにより、一定のテンションを維持したままでシート状材料を木質材層上
に積層・固定することができる。
【００５８】
　各層を積層した後は、必要に応じて、積層体を公知の方法に従って裁断、加工等を行っ
ても良い。本発明の土間用床材は、木質材層を採用しているので、例えばカットソー、ラ
ンニングソー等の裁断機ほか、手持ちできる手動鋸又は電動鋸でも比較的容易に裁断する
ことができる。
【００５９】
３．土間の施工方法
　本発明は、土間の施工方法も包含する。例えば、物の土間の床構造を構築する方法であ
って、本発明の土間用床材を土間下地の上に敷設するに際し、前記床材の緩衝材層が１）
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土間下地に直に接するように又は２）接着層を介して土間下地に接するように、前記床材
を敷設する工程を含む施工方法を好適に採用できる。
【００６０】
　本発明の施工方法は、より具体的には壁の配置の仕方により２つの方法に大別される。
第１は、下地コンクリート面に壁を配置する方法である。第２は、本発明の土間用床材の
上に壁を配置する方法である。
【００６１】
＜第１の方法＞
　第１の方法としては、例えば（ａ）土間下地面上に壁を構築する工程（壁構築工程）、
（ｂ）壁が配置された領域以外の領域に、本発明の土間用床材をその緩衝材層が下層とな
るように土間下地面上に敷設する工程（床材敷設工程）、を含む施工方法を好適に採用す
ることができる。
【００６２】
　壁構築工程
　壁構築工程では、土間下地面上に壁を構築する。例えば、図８に示すように、土間下地
２０の領域２０ａ，２０ｂ上に壁材２１を配置する。前記領域は、通常は、土間下地２０
の両端とすれば良い。前記領域の形状、面積等は、施工する壁の種類等に応じて適宜設定
することができる。
【００６３】
　床材敷設工程
　床材敷設工程では、壁が配置された領域以外の領域に、本発明の土間用床材をその緩衝
材層が下層となるように土間下地面上に敷設する。例えば、図２に示すように、土間用床
材１０をその緩衝材層１１が下層（下面）となるように、土間下地２０上に設置する。こ
のように配置することにより、土間用床材１０は、壁２１と完全に独立して設置されるこ
とになる。そのため、土間用床材１０のみの交換、洗浄、修理等を容易に行うことが可能
となる。また、樹脂含有層のみの交換、洗浄、修理等も容易になる。
【００６４】
　従来の施工方法では、土間下地２０に対して捨て貼り合板の設置とその上の床シートの
設置とが別々の工程（別々の業者）により行われているため、工期の長期化、コスト高等
の要因となっている。これに対し、第１の方法では捨て貼り合板と床シートとの機能を併
せ持つ床材を提供できるので、それらの作業を一つの工程で一挙に行うことが可能になる
。しかも、本発明の土間用床材を使用するので、土間下地面の凹凸による不陸を効果的に
吸収できる等の利点もある。
【００６５】
　第１の方法では、土間用床材１０を土間下地２０上に敷設する場合、壁が設置される領
域を残した状態で土間用床材を敷設する。例えば、図８に示すように、土間下地２０の両
端の領域２０ａ，２０ｂを空けた状態で土間用床材を敷設する。この場合、必要に応じて
、土間用床材を適当な形状及び大きさとなるように適宜裁断することができる。
【００６６】
　また、土間用床材１０を土間下地２０上に設置するに際し、例えば接着剤、粘着テープ
、釘、鋲等の固定手段で土間用床材１０が動かないように固定しても良いが、これらの固
定手段を用いることなく載置しても良い。本発明の土間用床材では、床材の自重、緩衝材
層のクッション性等によりある程度の固定力ないしは滑り止め効果が発揮されるので、必
ずしも固定手段は必要としない。固定手段を使用しない場合は、床材の修理、交換、清掃
等が容易になるという利点がある。
【００６７】
　なお、第１の方法として、上述のように、壁構築工程→床材敷設工程の順に施工してい
く方法を説明したが、２つの工程が逆でも良い。すなわち、（ａ）土間下地面上において
壁が配置される領域を残して、本発明の土間用床材をその緩衝材層が下層となるように土
間下地面上に敷設する工程（床材敷設工程）、（ｂ）前記領域に壁を構築する工程（壁構
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築工程）を含む施工方法も適宜採用することができる。このように壁を土間下地面上に敷
設する場合、後述するように土間下地を釘、ビス等の固定部材で固定した場合には、固定
部材を後に壁で隠すことが可能となる。このような固定方法をとることで、意匠性を損な
わずに、より強固な固定を実現することが可能となる。
【００６８】
＜第２の方法＞
　第２の方法としては、例えば（ａ）本発明の土間用床材をその緩衝材層が下層となるよ
うに土間下地上に敷設する工程（床材敷設工程）、（ｂ）前記土間用床材の樹脂含有層上
及び／又は露出した木質材層上面上に壁を構築する工程（壁構築工程）を含む施工方法を
好適に採用することができる。
【００６９】
　床材敷設工程
　床材敷設工程では、本発明の土間用床材をその緩衝材層が下層となるように土間下地上
に敷設する。例えば、図２に示すように、土間用床材１０をその緩衝材層１１が下層（下
面）となるように、土間下地２０上に設置する。
【００７０】
　従来の施工方法では、土間下地２０に対して捨て貼り合板の設置とその上の床シートの
設置とが別々の工程（別々の業者）により行われているのに対し、第２の施工方法では捨
て貼り合板と床シートとの機能を併せ持つ床材を使用するので、それらの作業を一つの工
程で一挙に済ませることができる。しかも、本発明の土間用床材１０の使用によって、土
間下地２０面の凹凸による不陸を効果的に吸収できる等の効果も得ることができる。
【００７１】
　土間用床材１０を土間下地２０上に設置するに際し、例えば接着剤、粘着テープ、釘、
鋲等の固定手段で土間用床材１０が動かないように固定しても良いが、これらの固定手段
を用いることなく載置しても良い。本発明の土間用床材では、床材の自重、緩衝材層のク
ッション性等によりある程度の固定力ないしは滑り止め効果が発揮されるので、必ずしも
固定手段は必要としない。固定手段を使用しない場合は、床材の修理、交換、清掃等が容
易になるという利点がある。
【００７２】
　また、図１１に示すように、土間用床材１０の壁が配置される領域において、釘３３に
よって土間用床材１０を土間下地２０に固定しても良い。これによって、土間用床材１０
と土間下地２０とを、強く固定することができ、土間用床材が経時的に凹状に反る現象を
効果的に抑制することができる。図１０においても、同様に、土間用床材１０の壁が配置
される領域において、木質材層１２の露出した上面１２ａ，１２ｂに、釘を打ち付けて、
土間用床材１０を土間下地２０に固定しても良い。
【００７３】
　なお、釘の代わりにビス、ボルトナット等の他の固定部材によって固定しても良い。こ
のように、壁を設置する場所に釘等を打ち込み、後に壁で隠すことによって、外観では釘
等の固定部材が露出しないので意匠性を損なわず、より強固な固定を実現することが可能
となる。しかも、壁によって釘等の固定部材が押さえつけられるため、固定が強固となる
上、外部環境から遮断されるため、固定部材が劣化しにくくなる。とりわけ。固定部材が
金属製の場合にはより高い保護効果を得ることができる。
【００７４】
　壁構築工程
　壁構築工程では、前記土間用床材の樹脂含有層上及び／又は露出した木質材層上面上に
壁を構築する。
【００７５】
　壁を構築する場合、土間用床材の樹脂含有層の上面に壁（壁材）の下面が接触するよう
に配置することができる。
【００７６】
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　例えば、図９に示すように、土間用床材１０の樹脂含有層１３の上面に壁２１の下面を
載せることができる。この場合、壁を樹脂含有層の上面のどこでも配置することができる
ため、例えば施工時に少し位置がずれても施工できることから、施工の自由度が高いとい
う利点がある。
【００７７】
　別の実施形態として、例えば図３に示す層構成の土間用床材１０を用いる場合、図１０
に示すように木質材層１２の露出した上面１２ａ，１２ｂに壁２１を配置する方法も採用
することができる。特に、図１０に示す方法であれば、例えば樹脂含有層の交換、洗浄、
修理等が容易になる等の利点がある。
【００７８】
　壁を樹脂含有層又は木質材層の露出した面に壁の下面を接するように壁を設けることに
より、土間用床材が経時的に凹状に反る現象を効果的に抑制することができる。すなわち
、図９又は図１０に示すように、本発明の床材２０の両端を壁、巾木等で押さえ付けるこ
とができるため、床材の両端が浮くようなかたちで反る力がかかったとしてもその反りを
より効果的に抑制ないしは防止することができる。
【００７９】
　その他の工程
　本発明では、公知の土間を施工する際に実施されている作業も適宜実施することができ
る。例えば、図８～図１１に示すように、土間用床材と壁との入隅への止水処理部２２の
形成、巾木２３の設置等を必要に応じて行うこともできる。止水処理部２２は、コーキン
グ剤等によって形成することができる。また、巾木２３を土間用床材に接触するように設
置することによって、土間用床材が経時的に凹状に反る現象を効果的に抑制することがで
き、止水効果を得ることができる。特に、図８に示す構成の場合に効果的である。
【００８０】
４．土間の構造
　本発明は、上記３．で構築された土間構造も包含する。特に、本発明では、建物の土間
における土間下地の上に本発明の土間用床材が配置されている土間の床構造であって、当
該緩衝材層が１）土間下地に直に接するように又は２）接着層を介して土間下地に接する
ように土間用床材が配置されていることを特徴とする床構造を包含する。
【００８１】
　本発明の土間構造として、より具体的には壁の配置の仕方により２つの方法に大別され
る。第１は、土間下地上に壁が配置されている構造である。第２は、本発明の土間用床材
の上に壁が配置されている構造である。
【００８２】
＜第１の構造＞
　第１の構造としては、ａ）土間下地上において壁が配置される領域を残して、土間下地
上に敷設された本発明の土間用床材、ｂ）土間下地の前記領域に壁の下面が接するように
設置された壁を含む土間構造を本発明の土間構造として好適に採用することができる。
【００８３】
　図８には、第１の構造の模式図を示す。図８では、ａ）土間下地２０上において壁が配
置される領域２０ａ，２０ｂを残して、土間下地上に敷設された本発明の土間用床材１０
、ｂ）土間下地の前記領域２０ａ，２０ｂに壁２１の下面が接するように設置された壁２
１を含む土間構造が示されている。
【００８４】
　第１の構造では、本発明の土間用床材が壁から完全に独立しているため、前記床材の交
換、修理、洗浄等を比較的容易に行うことができる。また、土間用床材を接着剤等の固定
手段で固定せずに単に敷置している場合は、フロアマット感覚で異なるデザインの複数の
土間用床材を自由に交換することも可能となる。
【００８５】
＜第２の構造＞
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　第２の構造としては、ａ）建物の土間における土間下地上に敷設された本発明の土間用
床材、ｂ）当該土間用床材の樹脂含有層の上面又は木質材層の露出した上面に壁の下面が
接するように設置された壁を含む土間構造を本発明の土間構造として好適に採用すること
ができる。
【００８６】
　図９には、第２の構造の模式図を示す。図９では、ａ）建物の土間における土間下地２
０上に敷設された土間用床材１０を有し、ｂ）当該土間用床材の樹脂含有層１３の上面に
接するように設置された壁２１を含む土間構造が示されている。この実施形態では、図１
０の構造とは異なり、木質材層の露出面を形成されていないので、様々な現場で汎用的に
用いることができる。
【００８７】
　図１０には、本発明の別の形態の土間構造を示す。図１０では、ａ）建物の土間におけ
る土間下地２０上に敷設された土間用床材１０を有し、ｂ）当該土間用床材の木質材層の
露出した上面１２ａ，１２ｂに接するように設置された壁２１を含む土間構造が示されて
いる。この実施形態では、樹脂含有層上に壁がないので、容易に樹脂含有層だけを交換す
ることが可能である。また、壁の下に、樹脂含有層を介在させずに、木質材層が直接接触
するので、壁を安定的に固定することができる。
【００８８】
　図１１には、本発明の別の形態の土間構造を示す。図１１は、壁の下面に位置する土間
用床材上面から土間下地にわたって釘３３が打たれている点を除いて、図９と同様の構造
を有する。この構造によれば、釘によってより高い接合強度が得られるとともに、その釘
が壁により隠蔽できるという効果が得られる。
【００８９】
　なお、釘の代わりにビス、ボルトナット等の別の固定部材を採用しても良い。このよう
に、壁を設置する場所に釘等を打ち込み、後に壁で隠すことによって、釘等の固定部材が
露出しないので意匠性を損なわないだけでなく、より強固な固定を実現することも可能と
なる。しかも、壁の重量によって釘、ビス等が押さえつけられるため、固定が強固となる
上、外部環境から遮断されるため、固定部材が劣化しにくくなる。特に、固定部材が金属
製の場合により優れた保護効果が発揮できる。
【００９０】
　なお、第１及び第２のいずれの構造においても、止水処理部、巾木等の公知の土間で採
用されている部材もその構造に含めることができる。すなわち、図８～図１１に示すよう
に、土間用床材と壁との入隅への止水処理部２２、巾木２３等も本発明の構造に含まれて
いても良い。
【実施例】
【００９１】
　以下に実施例を示し、本発明の特徴をより具体的に説明する。ただし、本発明の範囲は
、実施例に限定されない。
【００９２】
　実施例１
　図８に示す土間構造を形成する場合の施工例を示す。まず、土間用床材として、図１に
示すような構造の積層体を作製する。本実施例では、緩衝材層１１の材料として市販の塩
化ビニル系樹脂発泡材シート（大きさ９１ｃｍ×１３５ｃｍ、厚み１．３ｍｍ）を用い、
木質材層として市販のＭＤＦ（大きさ９１ｃｍ×１３５ｃｍ、厚み４ｍｍ）を用い、樹脂
含有層として市販の塩化ビニル系樹脂シート（大きさ９１ｃｍ×１３５ｃｍ、厚み２．５
ｍｍ）を用いる。これらを図１に示すような順で積層し、各層間はウレタン樹脂系接着剤
で接合する。
　上記で作製された土間用床材１０を図８に示すように土間下地２０上の壁以外の領域に
敷設する。この場合、必要に応じて、土間用床材を適当な形状及び大きさとなるように適
宜裁断する。土間用床材１０と土間下地とは、ウレタン樹脂系接着剤を用いて互いに接着
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・固定することもできる。
　次いで、土間用床材１０の両端面と壁２１とのコーナー部に市販の水系ポリウレタン系
シーリング剤により止水処理を実施することもできる。その後、止水処理部の目隠し等の
ために巾木２３を壁２１に取り付ける。取り付け位置は、土間用床材１０の樹脂含有層１
３の表面から約１～１０ｍｍの範囲内の高さに巾木２３の下面が位置するようにすれば良
い。
　このように、本発明の土間用床材の使用により、従来では大工及び床職人による施工さ
れていた２つの工程を１つの工程で比較的短時間で完了することが可能となる。
【００９３】
　実施例２
　図１０に示す土間構造を形成する場合の施工例を示す。まず、土間用床材として、図３
に示すような構造の積層体を作製する。本実施例では、緩衝材層１１の材料として市販の
塩化ビニル系樹脂発泡材シート（大きさ９１ｃｍ×１３５ｃｍ、厚み１．３ｍｍ）を用い
、木質材層として市販のＭＤＦ（大きさ９１ｃｍ×１３５ｃｍ、厚み４ｍｍ）を用い、樹
脂含有層として市販の塩化ビニル系樹脂シート（大きさ９１ｃｍ×１１５ｃｍ、厚み２．
５ｍｍ）を用いる。これらを図３に示すような順で積層し、各層間はウレタン樹脂系接着
剤で接合する。この場合、図４に示すように、木質材層１２の両端が露出するように配置
し、その露出面１２ａ，１２ｂを形成する。上記で作製された土間用床材１０を図１０に
示すように土間下地２０上に敷設する。この場合、土間用床材１０と土間下地２０とは、
ウレタン樹脂系接着剤を用いて接着して互いに固定し、また土間用床材１０の端部に釘を
打ちつけて土間下地２０に固定することもできる。
　次いで、前記露出面１２ａ，１２ｂの上面に壁材２１を垂直に立てて配置し、固定具に
より固定する。このとき、土間用床材１０の両端面と壁２１とのコーナー部に市販の水系
ポリウレタン系シーリング剤により止水処理を実施することもできる。その後、止水処理
部の目隠し等のために巾木２３を壁２１に取り付ける。取り付け位置は、土間用床材１０
の樹脂含有層１３の表面から約１～１０ｍｍの範囲内の高さに巾木２３の下面が位置する
ようにすれば良い。
　このように、本発明の土間用床材を用いることにより、従来では大工及び床職人による
施工されていた２つの工程を１つの工程で比較的短時間で完了することが可能となる。
【００９４】
　実施例３
　図１１に示す土間構造を形成する場合の施工例を示す。まず、土間用床材として、図１
に示すような構造の積層体を作製する。本実施例では、緩衝材層１１の材料として市販の
塩化ビニル系樹脂発泡材シート（大きさ９１ｃｍ×１３５ｃｍ、厚み１．３ｍｍ）を用い
、木質材層として市販のＭＤＦ（大きさ９１ｃｍ×１３５ｃｍ、厚み４ｍｍ）を用い、樹
脂含有層として市販の塩化ビニル系樹脂シート（大きさ９１ｃｍ×１３５ｃｍ、厚み２．
５ｍｍ）を用いる。これらを図１に示すような順で積層し、各層間はウレタン樹脂系接着
剤で接合する。
　上記で作製された土間用床材１０を図１１に示すように土間下地上に敷設する。このと
き土間用床材１０と土間下地２０とは、ウレタン樹脂系接着剤を用いて接着し、また土間
用床材１０の端部に釘３３を打つことにより土間用床材１０を土間下地２０に固定するこ
ともできる。
　その後、土間用床材の樹脂含有層１３の上面の両端部において、上記固定に釘３３を使
用する場合には、その釘頭が隠れるように壁２１を設置する。
　次いで、土間用床材１０の両端面と壁２１とのコーナー部に市販の水系ポリウレタン系
シーリング剤により止水処理を実施することもできる。その後、止水処理部の目隠し等の
ために巾木２３を壁２１に取り付ける。取り付け位置は、土間用床材１０の樹脂含有層１
３の表面から約１～１０ｍｍの範囲内の高さに巾木２３の下面が位置するように設定すれ
ば良い。
　このように、本発明によれば、従来では大工及び床職人による施工されていた２つの工
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程を１つの工程で比較的短時間で完了することが可能となる。
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